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はじめに 

 
 一般企業を活用した「精神障害者社会適応訓練事業」は、昭和５７年に国の補助事業である「通

院患者リハビリテーション」事業として開始されて以来、精神障害者のための一般企業を利用し

た実践的な職業リハビリテーション事業としてはほとんど唯一の事業として、永らく精神障害者

の就労支援において中心的な役割を果たしてきました。精神障害者の職業参加を進めるには、実

際の職場を活用した教育・訓練・支援及び就労後の長期にわたる職業上、生活上の支援が不可欠

ですが、こうした支援にあたって本事業が極めて有効であることをこの３０年にわたる実績が示

しています。しかしながら、平成１５年度にこの事業は一般財源化され、その運営は各地方自治

団体の裁量に委ねられることとなりました。他方、平成１８年度からは障害者雇用促進法の改正

により精神障害者の雇用率算入が可能になるとともに、障害者自立支援法の制定により精神障害

者の就労支援体制にも抜本的な変革がもたらされることとなりました。こうしたなかで、精神障

害者社会適応訓練事業は、今後も地域の中で一般企業を活用した就労支援の場として、また、社

会適応訓練事業を行う職親企業は障害者就労移行支援事業における有力な協力企業として期待さ

れるとともに、今後新たな対応が求められることになると予想されます。 
 そこで、特定非営利活動法人全国精神障害者就労支援事業所連合会では、平成１８年度厚生労

働省社会・援護局障害福祉部補助事業の一環として、全国における職親企業を対象にその活動状

況の実態についての全国調査を行いました。本報告書はその結果をまとめたものです。 
 本報告書は大きく次の３部に分かれています。 
  第１部 精神障害者社会適応訓練事業所における就労支援等実態調査結果 
  第２部 都道府県・政令市における社会適応訓練実施状況調査結果 
  第３部 社会適応訓練事業に関するヒアリング調査結果 
 
 本報告書が、職親企業の地域における精神障害者就労支援の場としての活用のあり方や、さら

には精神障害者の就労支援のモデル構築といった課題に対し、職親企業や行政の担当者だけでな

く、広く精神障害者の就労支援に関心を抱いている一般企業や就労支援関係者、職業を通じて社

会的な自立を目指している当事者の皆様の参考となれば幸いです。また、調査結果の概要や実践

事例等をまとめた小冊子を別途まとめましたので、併せて活用されることを願っています。 
 なお、本調査の実施にあたっては NPO 全国職親会連合会の中に別紙のメンバーによるプロジ

ェクトチームを設け、調査の企画、設計、実施をおこないました。同プロジェクトのメンバーの

皆様、本調査にご協力いただいた調査対象事業所、各都道府県及び政令指定市の行政担当者、並

びに本調査へのご指導をいただいた厚生労働省関係部局など各関係の皆様に厚く御礼を申し上げ

ます。 
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     特定非営利活動法人全国精神障害者就労支援事業所連合会             
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